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※本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 

日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

 

ターゲット産業に属する企業への株式投資等から得た利益に対する所

得税及び法人税の免税措置 

2022 年 6 月 13 日に発行された勅令第 750 号が公表され、ターゲット産業で事

業を行う企業（以下「ターゲット産業企業」）への投資を奨励するため、ター

ゲット産業企業への直接投資又は間接投資の区別なく株式等の譲渡によって得

られる譲渡益に関して、タイ人投資家又は外国人投資家の区別なく個人所得税

及び法人所得税の免税措置が定められました。ターゲット産業については、

「ターゲット産業のための国家競争力強化政策委員会からの告知」で指定され

ています。 

ターゲット産業企業の株式の直接譲渡から生じた利益、ターゲット産業企業に

投資するコーポレートベンチャーキャピタル（以下「CVC」）ファンドやプラ

イベートエクイティ（以下「PE」）信託を通じて間接投資された株式又は信託

ユニットの譲渡から生じた利益、さらに、当該 CVC ファンドや PE 信託の解散

から得られる利益について、免税措置が適用されることになりました。この勅

令は、2022 年 6 月 15 日（勅令が官報に掲載された日の翌日）から 2032 年 6 月

30 日まで有効であり、提供される税制優遇措置は、以下のように要約できま

す。 

• ターゲット産業企業の株式譲渡による譲渡益、同企業の株式を保有する

CVC ファンドや PE 信託の株式や信託ユニットの譲渡による譲渡益につい

ては、個人所得税及び法人所得税の免除が適用されます。非課税となるの

は、譲渡益のうち、ターゲット産業企業の事業から得られる収益の割合

（直接譲渡の場合）又は CVC ファンドや PE 信託がターゲット産業企業に
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投資した金額（間接譲渡の場合）に対応する部分のみとなります。この免

除は、以下のような一定の条件を満たす必要があります。 

o 株主又は投資家は、譲渡の前に少なくとも 24 カ月間、株式又は信託ユ

ニットを保有していること 

o 株主、CVC ファンド、PE 信託は、少なくとも 2 つの連続した会計期間

（すなわち事業年度）において、収益の 80％以上を対象活動から得て

いる「適格なターゲット産業企業」に投資していること 

• ターゲット産業企業の株式を保有する CVC ファンドや PE 信託が解散する

際に得られる譲渡益については、個人所得税及び法人所得税の免除が受け

られます。譲渡益への免除は、譲渡益のうち、CVC ファンド又は PE 信託

が適格なターゲット産業企業の株式を保有することによって得られた利益

剰余金に起因する部分（すなわち、受取分配金が投資原価を超える金額）

のみに適用されます。 

歳入局長官は、間接譲渡の場合の譲渡益の免税対象部分の計算に関する一定の

規則、基準及び条件を規定する通達を公表する予定です。 

 

生分解性プラスチック製品購入時の法人税追加控除の延長 

2022 年 6 月 13 日に発行された勅令第 749 号（2022 年 4 月 5 日のタイ内閣に

よる勅令案閣議決定後）及び 6 月 24 日に発行された所得税に関する歳入局長

官告示（No.425）により、特定の生分解性プラスチック製品を購入するため

に発生した費用について、法人又はパートナーシップ（以下「法人等」）は

25％の追加の所得控除（すなわち合計 125％控除）を受けられるようになりま

した。このような製品の使用を促進するための以前の追加控除措置は 2021 年

12 月 31 日に期限切れとなり、勅令第 749 号は 2022 年 1 月 1 日から 2024 年

12 月 31 日までの特定の購入に適用されます。 

生分解性プラスチック製品（プラスチック製キャリーバッグ、プラスチック製

ゴミ袋、プラスチック製グラス、再利用不可能なプラスチック製ボウル、皿、

トレイ、プラスチック製スプーン、フォーク、ナイフ、プラスチック製ストロ

ー、プラスチック製育児袋、マルチングフィルム、プラスチックボトル、プラ

スチックカップ蓋、プラスチックカップ蓋フィルム）の購入に対して追加控除

が適用されます。2022 年 1 月 1 日から 2024 年 12 月 31 日までに、工業経済

事務局から証明書を取得した VAT 登録メーカーから購入した製品であること

が要件です。 

追加控除を希望する法人等は、生分解性プラスチック製品の購入に関する明細

を記載した報告書の作成し、その報告書と取引に関するその他の証拠書類を適

切に保管し、税務調査官の調査及び照会の際に提供しなければなりません。報

告書には、少なくとも通達に規定された内容が含まれていなければなりませ

ん。 

   

納税者が管理不能なシステム障害や技術的な問題がある場合におけるe-

tax の申告・納税期限の延長が可能 

財務省は 2022 年 6 月 20 日、電子申告（以下「e-tax 申告」）及び納税が納税

者の管理不能な一定のシステム障害や技術的問題により遅延した場合、オンラ

インプラットフォームによる特定の申告・納税・送金の期限を追加延長できる



可能性について通達を公表しました。この通達は、2022 年 1 月 1 日以降の e-

tax 申告と納付に適用されます。 

個人所得税、法人所得税、源泉徴収税、付加価値税、特定事業税について、e-

tax の標準申告期限（紙の申告期限から 8 暦日後）からさらに 7 営業日延長す

ることが、適格な納税者に認められます。なお、追加延長の申請は、納税者が

個別に行う必要があります。 
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